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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第109期

第３四半期
連結累計期間

第110期
第３四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 394,076 427,671 531,956

経常利益 (百万円) 23,667 29,344 31,125

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 15,789 20,683 19,402

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 19,274 17,070 23,510

純資産額 (百万円) 178,040 193,281 182,212

総資産額 (百万円) 408,062 416,526 402,010

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 260.93 341.84 320.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 42.8 45.6 44.5
 

 

回次
第109期

第３四半期
連結会計期間

第110期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 98.26 122.74
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容について重要な変更はありません。また、主要

な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態および経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の分析については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国では個人消費が堅調な推移を保つものの、設備投資は一服感があ

り、米中貿易摩擦による不透明感から下振れリスクの増大が懸念されます。欧州では外需の停滞に伴う輸出の減速

が設備投資に波及している可能性があり、景気全体は減速基調での推移となりました。中国は８月以降景気が停滞

しており、輸出は堅調を維持しているものの、米制裁対象品目は鈍化しており、消費でも自動車販売を中心に減少

傾向となりました。今後、米中摩擦の一段の激化による企業・消費者マインドの悪化が輸出・設備投資の下振れに

繋がり、先行き不透明感の高まりを通じて、世界経済が下押しされる懸念もあります。

国内経済では、個人消費は緩やかな回復が見られ、設備投資は底堅く推移しております。原材料や人件費等のコ

スト増加はあるものの、原油価格がピークアウトしたこと等から、実体経済は堅調に推移いたしました。

このような経済情勢の下、当社連結グループの物流事業分野では、グローバルネットワークを活かした国際物流

貨物や大型プロジェクト輸送の受注拡大と既存作業の収益力向上を進めております。一方、機工事業分野では、Ｓ

ＤＭ（大型定期修理工事）・製造基盤整備工事を中心に工事量拡大を図りながら工程効率化による原価率改善なら

びに動員力の強化を図り、積極的な営業展開による受注量の確保を進めております。

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は4,276億71百万円と前年同期比8.5％の増収、利益面に

おいては営業利益が296億32百万円と26.1％、経常利益は293億44百万円と24.0％、親会社株主に帰属する四半期純

利益は206億83百万円と31.0％のそれぞれ増益となりました。

 
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① 物流事業

港湾事業においては、国内での設備機器梱包・輸送作業の減少はあるものの、新規航路を含む主要船社のコン

テナ取扱量が引き続き好調で臨港地区の倉庫作業にも波及し、増収増益となりました。国際物流事業では、海外

におけるプロジェクト輸送が堅調に推移し、海外向けの設備輸出作業の受注もあり、増収増益となりました。３

ＰＬ事業では、店舗向け配送作業が底堅く推移し、消費財や化成品の取扱量も増加したことから増収増益となり

ました。海外では、一部お客様構内作業の内製化等がありましたが、中東における新規構内操業等が順調に収益

を拡大し、物流事業全体でも増収増益となりました。

売上高は2,178億68百万円と前年同期比6.8％の増収、セグメント利益（営業利益）は81億71百万円と前年同期

比17.7％の増益となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は51.0％であります。

② 機工事業

設備工事関連では、設備の更新・改良・解体工事に加え、重点的に受注拡大に取り組んでいる電力・発電関連

工事の増加や、構内を中心とする設備補修等が好調に推移しました。保全作業では、今年度は石油・石化構内設

備のＳＤＭがメジャー年であり、前期マイナー年との同期で比較した工事量の増加に加え、追加・周辺付帯工事

等の獲得による拡大が進みました。海外では、設備関連の製造ライン追加工事の獲得もあり、機工事業全体でも

増収増益となりました。

売上高は1,909億37百万円と前年同期比10.2％の増収、セグメント利益（営業利益）は201億55百万円と前年同

期比29.7％の増益となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は44.6％であります。
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③ その他

ＳＤＭの追加・付帯工事に伴う機材賃貸ならびに、交通インフラの整備・補修作業の増加等により増収増益と

なりました。

売上高は188億65百万円と前年同期比12.1％の増収、セグメント利益（営業利益）は11億59百万円と前年同期比

31.4％の増益となりました。　

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は4.4％であります。

 

(2) 財政状態の分析

① 流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は2,118億52百万円であり、前連結会計年度末に比べ176億１百

万円、9.1％増加しました。主な要因は、作業量の増加による受取手形及び売掛金の増加等によるものです。

 

② 固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産は2,046億74百万円であり、前連結会計年度末に比べ30億85百万

円、1.5％減少しました。主な要因は、時価下落による投資有価証券の減少等によるものです。

 

③ 流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,485億26百万円であり、前連結会計年度末に比べ84億53百万

円、6.0％増加しました。主な要因は、賞与、納税資金等への対応によるコマーシャル・ペーパーの増加、ならび

に作業量の増加による未成作業受入金の増加等によるものです。

 

④ 固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債は747億18百万円であり、前連結会計年度末に比べ50億６百万

円、6.3％減少しました。主な要因は、長期借入金の減少等によるものです。

 

⑤ 純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は1,932億81百万円であり、前連結会計年度末に比べ110億68百万

円、6.1％増加しました。主な要因は、利益剰余金の増加とその他有価証券評価差額金等の減少との差によるもの

です。

当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末を1.1ポイント上回る45.6％となっておりま

す。

 

 (3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社連結グループの主な資金需要は、事業運営に必要な労務費、外注費、材料費、経費、販売費及び一般管理費

等の営業費用、さらには当社連結グループの設備新設、改修等に係る投資であります。

また上記以外にも、当社連結グループの企業価値向上の観点において、効果的なＭ＆Ａや、ＡＩ・ＩｏＴ等の最

新技術を用いた作業の効率化、新しいビジネスモデルの構築のための成長投資の検討も行っております。

これらの必要資金は、まずは営業活動によるキャッシュ・フローと自己資金にて賄い、必要に応じて、適正な範

囲内での金融機関からの借入および社債発行等による資金調達にて対応することとしております。

現金及び現金同等物を含む手許の資金流動性につきましては、可能な限り圧縮し資金効率の向上に努めておりま

す。一方、急激な金融環境の変化や突発的な資金需要への備えとして、迅速かつ機動的に資金調達ができる融資枠

400億円のコミットメントライン契約（契約期間３年）を金融機関と締結しております。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社連結グループが対処すべき課題について、重要な変更および新たに生

じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 
(6) 主要な設備の状況

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は以下のとおりであります。

 

会社名 所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

Sankyu-Thai

Co.,Ltd.

タイ

 バンコク
物流事業

アマタナコン物流
センター建設

 1,720  －
自己資金

借入金等

平成31年

 １月

平成31年

 ９月

延床面積：9,327㎡
 建屋：鉄骨造平屋建

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,215,606 65,215,606
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数は、100株
であります。

計 65,215,606 65,215,606 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年10月１日
　～平成30年12月31日

― 65,215 ― 28,619 ― 11,936

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成30年９月30日の株主名簿により記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,710,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,318,800
 

603,188 ―

単元未満株式 普通株式 186,606
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 65,215,606 ― ―

総株主の議決権 ― 603,188 ―
 

(注)１． 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれ

ております。

２． 「単元未満株式」欄には、自己保有株式が次のとおり含まれております。

当社 52株
 

　

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

当社 北九州市門司区港町６－７ 4,710,200 ― 4,710,200 7.22

計 ― 4,710,200 ― 4,710,200 7.22
 

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が400株(議決権４個)あります。

　　　なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。

 
２ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　(1） 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役兼常務執行役員
(ロジスティクス・ソリューション
事業本部長兼国際・港運事業部長)

取締役兼常務執行役員
(ロジスティクス・ソリューション

事業本部長)
奥田　雅彦 平成30年12月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 28,812 33,321

  受取手形及び売掛金 ※１  150,559 ※１  155,203

  有価証券 2,127 1,809

  未成作業支出金 4,333 6,438

  その他のたな卸資産 1,768 1,821

  その他 6,836 13,445

  貸倒引当金 △187 △188

  流動資産合計 194,251 211,852

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 59,553 58,535

   土地 59,803 61,102

   その他（純額） 25,641 25,374

   有形固定資産合計 144,998 145,012

  無形固定資産   

   のれん 3,646 2,774

   その他 4,586 5,384

   無形固定資産合計 8,233 8,159

  投資その他の資産   

   投資有価証券 27,262 23,534

   その他 28,919 29,212

   貸倒引当金 △1,654 △1,244

   投資その他の資産合計 54,527 51,502

  固定資産合計 207,759 204,674

 資産合計 402,010 416,526
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  76,792 ※１  78,252

  短期借入金 12,516 11,358

  コマーシャル・ペーパー － 14,000

  1年内償還予定の社債 12,000 －

  未払法人税等 5,109 5,095

  未成作業受入金 2,031 5,399

  賞与引当金 6,691 7,174

  その他 24,930 27,245

  流動負債合計 140,072 148,526

 固定負債   

  社債 20,000 20,000

  長期借入金 15,815 11,195

  退職給付に係る負債 30,124 30,082

  その他 13,785 13,440

  固定負債合計 79,725 74,718

 負債合計 219,797 223,244

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 28,619 28,619

  資本剰余金 12,704 13,317

  利益剰余金 139,622 154,290

  自己株式 △8,742 △8,754

  株主資本合計 172,204 187,472

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,680 5,073

  繰延ヘッジ損益 △35 △16

  土地再評価差額金 △1,351 △1,373

  為替換算調整勘定 △1,137 △2,687

  退職給付に係る調整累計額 1,501 1,552

  その他の包括利益累計額合計 6,658 2,549

 非支配株主持分 3,350 3,258

 純資産合計 182,212 193,281

負債純資産合計 402,010 416,526
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 394,076 427,671

売上原価 356,188 382,661

売上総利益 37,887 45,010

販売費及び一般管理費 14,393 15,377

営業利益 23,493 29,632

営業外収益   

 受取利息 318 235

 受取配当金 507 633

 その他 926 990

 営業外収益合計 1,752 1,859

営業外費用   

 支払利息 477 428

 為替差損 470 1,044

 その他 630 674

 営業外費用合計 1,578 2,148

経常利益 23,667 29,344

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 1,298

 固定資産売却益 178 －

 社会保険料還付金 465 －

 特別利益合計 644 1,298

特別損失   

 固定資産除売却損 317 －

 特別損失合計 317 －

税金等調整前四半期純利益 23,994 30,642

法人税等 7,982 9,645

四半期純利益 16,012 20,997

非支配株主に帰属する四半期純利益 222 314

親会社株主に帰属する四半期純利益 15,789 20,683
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 16,012 20,997

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,831 △2,607

 繰延ヘッジ損益 45 19

 為替換算調整勘定 365 △1,408

 退職給付に係る調整額 20 69

 その他の包括利益合計 3,262 △3,926

四半期包括利益 19,274 17,070

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 19,007 16,597

 非支配株主に係る四半期包括利益 267 473
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日 至　平成30年12月31日)

税金費用の計算

 
 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

 
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

夢洲コンテナターミナル㈱ 946百万円  夢洲コンテナターミナル㈱ 906百万円

SSAL　TRANSPORTATION
COMPANY

234 〃  
SSAL　TRANSPORTATION
COMPANY

427 〃

従業員(住宅貸付)  138 〃  従業員(住宅貸付) 119 〃

計 1,319百万円  計 1,453百万円
 

　

２．手形債権流動化に伴う買戻し義務額

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

                　　937 百万円               　950 百万円
 

　

３．※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形 33百万円 78百万円

支払手形 1,788　〃 2,063  〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 10,816百万円 10,757百万円

のれんの償却額 991 〃 858 〃
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,131 7.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,815 6.00 平成29年９月30日 平成29年12月11日
 

(注)　１株当たり配当額は、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日付の株式併合前の金額を記載

しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,722 45.00 平成30年３月31日 平成30年６月28日

平成30年10月31日
取締役会

普通株式 利益剰余金  3,327  55.00 平成30年９月30日 平成30年12月10日
 

（注）１. 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

  ２. 平成30年10月31日開催の取締役会決議における１株当たり配当額には、創業100周年記念配当10円00銭が含ま

れております。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位:百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３物流事業 機工事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 204,006 173,243 377,250 16,825 394,076 － 394,076

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

4,359 3,161 7,520 6,817 14,338 △14,338 －

計 208,366 176,404 384,771 23,643 408,414 △14,338 394,076

セグメント利益 6,943 15,534 22,478 882 23,360 132 23,493
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム、人材派遣、機材

賃貸、土木・建築工事等の関連サービスを実施しております。

２. セグメント利益の調整額132百万円は、未実現利益調整額であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位:百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３物流事業 機工事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 217,868 190,937 408,806 18,865 427,671 － 427,671

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

3,060 2,989 6,050 7,081 13,131 △13,131 －

計 220,928 193,927 414,856 25,946 440,802 △13,131 427,671

セグメント利益 8,171 20,155 28,327 1,159 29,486 146 29,632
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム、人材派遣、機材

賃貸、土木・建築工事等の関連サービスを実施しております。

２. セグメント利益の調整額146百万円は、未実現利益調整額であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 260.93円 341.84円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 15,789 20,683

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

15,789 20,683

普通株式の期中平均株式数(千株) 60,513 60,505
 

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２. 当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

（中間配当）

第110期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額                              3,327百万円

②　１株当たりの金額      　                    55円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月10日

 （注）１株当たりの金額には、普通配当45円00銭に加えて創業100周年記念配当10円00銭が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月７日

山九株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 増  村   正   之 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒  牧   秀   樹 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉  原   一   貴 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山九株式会社の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山九株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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